
○福岡県警察公文書管理規程 

平成１４年３月１１日 

福岡県警察本部訓令第７号 

福岡県警察公文書管理規程を次のように定める。 

福岡県警察公文書管理規程 

目次 

第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 公文書の管理体制（第４条―第８条） 

第３章 公文書の種類等（第９条―第１３条） 

第４章 公文書の取扱い 

第１節 受領等（第１４条―第２０条） 

第２節 作成、起案、決裁等（第２１条―第２６条） 

第３節 施行等（第２７条―第３４条） 

第５章 公文書の管理等 

第１節 整理及び保管（第３５条―第３９条） 

第２節 保存（第４０条―第４４条） 

第３節 選別及び移管又は廃棄（第４４条の２―第４５条） 

第４節 管理状況の点検等（第４５条の２・第４５条の３） 

第６章 補則（第４６条―第５１条） 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この訓令は、福岡県警察における公文書の管理について必要な事項を定めることにより、

事務の適正かつ能率的な遂行に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(1) 公文書 福岡県警察の職員（以下「職員」という。）が職務上作成し、又は取得した文書、

図画、写真、フィルム及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られた記録をいう。）であって組織的に用いるものをいう。 

(2) 所属 福岡県警察本部（以下「本部」という。）の課、警務部監察官室及び部の附置機関、

福岡市警察部庶務課、北九州市警察部機動警察隊（以下「機動警察隊」という。）、警察学



校（以下「学校」という。）並びに警察署（以下「署」という。）をいう。 

(3) 部長 本部、福岡市警察部及び北九州市警察部（以下これらを「市警察部」という。）の

部長をいう。 

(4) 副部長 暴力団対策部の副部長をいう。 

(5) 所属長 所属の長をいう。 

(6) 文書主管課 本部にあっては総務部総務課、福岡市警察部にあっては福岡市警察部庶務課、

北九州市警察部にあっては機動警察隊の総務班、学校にあっては庶務科、署にあっては総務

課又は総務第一課をいう。 

(7) 文書主管課長 文書主管課の長をいう。 

(8) 主務課 公文書に係る事務を主管する所属（署の課及び隊を含む。）をいう。 

(9) 主務課長 主務課の長をいう。 

(10) 歴史公文書 歴史資料として重要な公文書をいう。 

（公文書に関する事務処理の原則） 

第３条 事務処理は、公文書によるものとする。ただし、軽易又は定例的なものについては、こ

の限りでない。 

２ 公文書は、全て正確かつ迅速に取り扱い、事務が能率的に処理されるようにしなければなら

ない。 

第２章 公文書の管理体制 

（総括文書管理者） 

第４条 本部に、総括文書管理者を置き、総務部長をもって充てる。 

２ 総括文書管理者は、次に掲げる事務を行うものとする。 

(1) 公文書分類基準表及び公文書ファイル管理簿の整備に関すること。 

(2) 公文書の管理に関する事務の指導監督及び研修等の実施に関すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、公文書の管理に関する事務の総括に関すること。 

３ 総括文書管理者は、毎年１回以上、所属の公文書の管理状況を調査するものとし、必要があ

ると認めるときは、当該所属の文書管理者から報告を求めることができる。 

（文書管理者） 

第５条 所属に、文書管理者を置き、所属長をもって充てる。 

２ 文書管理者は、次に掲げる事務を行うものとする。 

(1) 所属の管理する公文書に係る公文書分類基準表及び公文書ファイル管理簿の作成に関す

ること。 



(2) 所属の管理する公文書の管理状況の点検、保存期間の延長及び廃棄の措置の実施に関する

こと。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、所属における公文書の管理に関する事務の総括に関すること。 

（副文書管理者） 

第６条 所属に、副文書管理者を置き、次表に掲げる者をもって充てる。 

所属 副文書管理者 

本部の課、警務部監察官室及び刑事部科学捜査研

究所並びに福岡市警察部庶務課 

次席 

部の附置機関（刑事部科学捜査研究所を除く。）

及び機動警察隊 

副隊長 

学校 副校長 

署 副署長 

２ 副文書管理者は、文書管理者を補佐するとともに、文書管理者に事故があるときは、その職

務を代行するものとする。 

（文書管理担当者） 

第７条 所属に、文書管理担当者を置き、次表に掲げる者をもって充てる。 

所属 文書管理担当者 

本部の課及び福岡市警察部庶務課 庶務を担当する課長補佐（庶務を担当する課長補佐の配置

のない所属にあっては、庶務を担当する係長） 

警務部監察官室及び部の附置機関（刑

事部科学捜査研究所を除く。） 

庶務を担当する係長 

機動警察隊 総務班長 

刑事部科学捜査研究所及び学校 庶務を担当する科長 

署 総務課長又は総務第一課長 

２ 文書管理担当者は、文書管理者の命を受け、公文書の管理について必要な事務を行うものと

する。 

（文書担当者） 

第８条 所属に、文書担当者を置き、文書管理者が指名する者をもって充てる。 

２ 文書担当者は、次に掲げる事務を行うものとする。 

(1) 公文書の受領、収受、配布及び発送に関すること。 

(2) 公文書の事務の改善及び指導に関すること。 



(3) 公文書の整理、編集及び保管に関すること。 

(4) 公文書の保存、引継ぎ及び廃棄に関すること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、公文書の処理に関すること。 

第３章 公文書の種類等 

（公文書の種類） 

第９条 公文書の種類は、令達文書、通達文書及び一般文書とする。 

（令達文書の種類） 

第１０条 令達文書の種類は、福岡県公安委員会運営規則（昭和２９年福岡県公安委員会規則第

１６号）第１８条各号に掲げるもの（第２８条第２項において「公安委員会令達文書」という。）

及び次に掲げるとおりとする。 

(1) 告示 警察本部長（以下「本部長」という。）若しくは警察署長（以下「署長」という。）

が、法令の規定若しくは職務権限に基づき、一定の事項を一般に公示するもの又は刑事収容

施設及び被収容者等の処遇に関する法律（平成１７年法律第５０号）第１６条第１項に規定

する留置業務管理者が法令の規定に基づき、一定の事項を一般に公示するもの 

(2) 指令 本部長又は署長が、法令の規定又は職務権限に基づき、申請等に対して、許可、認

可、承認等をするもの 

(3) 訓令 本部長が、職務運営の基本的な事項について、部下職員に対し指揮命令するもの 

(4) 訓 部長又は所属長が、職務運営について、部下職員に対し指揮命令するもの 

（通達文書の種類） 

第１１条 通達文書の種類は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 例規通達 

ア 内訓 本部長が、部下職員に対して、職務運営の細目的な事項で、かつ、例規となる職

務上の指針等について示達するものであって、本部長が別に示達する日までの間その効力

が継続するもの 

イ 規 部長又は所属長が、部下職員に対して示達する訓以外のものであって、当該部長又

は所属長が別に示達する日までの間その効力が継続するもの 

(2) 一般通達 本部長、部長、副部長、統括参事官又は所属長が職務運営の細目的事項等につ

いて部下職員に示達するものであって、その効力の期間が示達した日の属する年の翌年の１

月１日（会計年度によるものにあっては、示達した日の属する会計年度の翌会計年度の４月

１日）から起算して３年を超えないもの 

（一般文書の種類） 



第１２条 一般文書の種類は、通知、照会、回答、報告、連絡、上申、申請、執務資料その他の

公文書とする。 

（発信者名及び宛名） 

第１３条 公文書の発信者名は、次のとおりとする。 

(1) 本部から発するものは、本部長名を用いるものとする。ただし、一般通達又は一般文書で

あって専決事項に係るものは、部長名、副部長名、統括参事官名若しくは所属長名又は首席

監察官名若しくは監察官名（専任の監察官の場合に限る。）を用いることができる。 

(2) 市警察部から発するものは、市警察部の部長名を用いるものとする。ただし、一般通達又

は一般文書であって専決事項に係るものは、次長名、課長名又は機動警察隊の隊長名を用い

ることができる。 

(3) 照会に対する回答については、前２号の規定にかかわらず、照会のあった名で回答するこ

とができる。 

(4) 署から発するものは、署長名を用いるものとする。 

(5) 第１号、第２号及び前号の規定にかかわらず、特に必要があるときは、所属名を用いるこ

とができる。 

(6) 発信者の連名を必要とするときは、主管の部長名、副部長名、統括参事官名又は所属長名

を先にするものとする。 

２ 公文書の宛名は、次のとおりとする。 

(1) 本部から福岡県警察以外に対して発する場合は、原則として、本部長名のときは宛先の機

関の長と、部長名、副部長名、統括参事官名又は所属長名のときはその補助機関の長とする

こと。 

(2) 本部から福岡県警察内に発するときは、原則として、部長名、副部長名、統括参事官名又

は所属長名とし、必要に応じて単独又は連名とすること。 

(3) 市警察部又は署から本部に発するときは、原則として本部長名とすること。 

第４章 公文書の取扱い 

第１節 受領等 

（文書主管課の文書担当者の職務等） 

第１４条 本部、市警察部、学校及び署に到達した公文書は、文書主管課の文書担当者（本部に

あっては総務部総務課文書管理係の文書担当者、市警察部、学校及び署にあっては庶務を担当

する係の文書担当者。以下この条において同じ。）が受領し、次項から第６項までに定めると

ころにより処理するものとする。ただし、次に掲げる公文書であって文書主管課の文書担当者



以外の職員が受領したものの処理は、この限りでない。 

(1) 特使により、又は会議等において受領した公文書 

(2) 請願、建議、陳情又は申請により受領した公文書 

(3) 警察文書伝送システムにより受領した公文書 

(4) ファクシミリにより受領した公文書 

(5) 電子メールその他の電磁的方法により受領した公文書 

２ 受領した公文書は、開封することなく関係主務課の文書担当者に配布するものとする。ただ

し、配布先が明確でないもの（親展文書を除く。）は、開封して処理するものとする。 

３ ２以上の主務課に関係のある公文書は、最も関係の深いと認められる主務課の文書担当者に

配布するものとする。 

４ 福岡県公安委員会（以下「公安委員会」という。）又は公安委員会の委員長若しくは委員宛

ての公文書は、開封することなく総務部総務課公安委員会補佐官室（第１６条において「補佐

官室」という。）の文書担当者（以下「公安委員会文書担当者」という。）に回付するものと

する。 

５ 書留郵便物及び親展文書は、開封することなく書留・親展文書受付簿（様式第１号）に登載

し、前３項に定めるところにより配布し、又は回付するものとする。 

６ 郵便料金の未納又は不足の郵便物は、文書主管課長が公務に関するものと認めるものに限り、

未納又は不足の料金を支払って受領するものとする。 

（主務課の文書担当者の職務） 

第１５条 主務課の文書担当者は、前条第２項若しくは第３項又は次条第２項の規定により公文

書（書留郵便物及び親展文書を除く。）の配布を受けたときは、文書収受印（様式第２号）を

押して主務課に備付けの文書件名簿（様式第３号）に登載の上収受し、当該公文書の事務の担

当者（以下「事務担当者」という。）に交付するものとする。ただし、配布を受けた公文書が

日常的に取得されるものであって、その内容が軽易又は定例的であるものについては、文書件

名簿への登載を省略することができる。 

２ 文書担当者は、前条第２項の規定により書留郵便物又は親展文書の配布を受けたときは、名

宛人に交付するものとする。 

（公安委員会文書担当者の職務） 

第１６条 公安委員会文書担当者は、第１４条第４項の規定により公文書を回付されたときは、

封書により送達された公文書（書留郵便物及び親展文書を除く。）は直ちに開封し、当該公文

書の余白に文書収受印を押して、補佐官室に備付けの公安委員会文書件名簿（様式第４号）に



登載し、収受するものとする。 

２ 前項の場合において、公安委員会文書担当者は、当該公文書の事務を補佐官室が主管すると

きは、補佐官室の事務担当者に交付し、当該公文書の事務を補佐官室以外が処理することが適

当であると認めるときは、主務課の文書担当者に配布するものとする。 

３ 公安委員会文書担当者は、第１４条第４項の規定により書留郵便物又は親展文書を回付され

たときは、名宛人に交付するものとする。 

（主務課の事務担当者の職務） 

第１７条 主務課の事務担当者は、第１５条第１項の規定により公文書の交付を受けたときは、

速やかに所属長に提出するなど必要な処理をするものとする。 

（書留郵便物及び親展文書の処理） 

第１８条 第１５条第２項の規定により書留郵便物又は親展文書の交付を受けた者は、これを一

般の公文書として取り扱うことが適当であると認めるときは、主務課の文書担当者又は公安委

員会文書担当者に回付するものとし、当該公文書は、新たに回付され、又は配布を受けた一般

の公文書として処理するものとする。 

（主管外文書の処理） 

第１９条 主務課の文書担当者又は公安委員会文書担当者は、回付され、又は配布を受けた公文

書がその主管に属しないと認めるときは、直ちにその旨を記載した付箋を当該公文書に貼付し、

文書主管課長に返送するものとする。 

（執務時間外の取扱い） 

第２０条 執務時間（福岡県の休日を定める条例（平成元年福岡県条例第２３号）第１条第１項

に規定する県の休日を除く日の午前９時から午後５時４５分まで（交通部運転免許試験課にあ

っては午前８時３０分から午後５時１５分まで、学校にあっては午前８時４５分から午後５時

３０分までとする。）の時間をいう。）以外の時間に到達した公文書は、本部及び福岡市警察

部にあっては総合当直の当直司令が、北九州市警察部、学校及び署にあっては当直主任がこれ

を受け取り、執務開始の際文書主管課長に提出しなければならない。この場合において、公文

書が書留郵便物又は親展文書であるときは、書留・親展文書受付簿に登載し、当該文書主管課

長に提出するものとする。 

２ 当直司令及び当直主任は、前項の公文書が電報その他の急を要するものと認められるときは、

直ちに宛先に連絡し、又は報告するなど適切な措置をとらなければならない。 

第２節 作成、起案、決裁等 

（公文書の作成） 



第２１条 公文書は、原則として左横書きとする。 

２ 公文書は、分かりやすい用字及び用語を使用し、的確かつ簡潔に書くものとする。 

３ 用字及び用語は、原則として、常用漢字表（平成２２年内閣告示第２号）、現代仮名遣い（昭

和６１年内閣告示第１号）その他国で定められている基準によるものとする。 

（起案文書の作成要領） 

第２２条 起案文書の用紙は、起案用紙（様式第５号）を用いるものとする。 

２ 軽易又は定例的なものについては、収受した公文書の余白に赤色により、又は簡易処理用紙

（様式第６号）若しくは付箋を用いて処理案を記載するものとする。 

３ 起案文書は、原則として事案ごとに作成するものとする。 

４ 起案文書には、起案理由その他参考となる事項を記載し、関係書類を添付しなければならな

い。ただし、軽易又は定例的なものは、この限りでない。 

（決裁） 

第２３条 起案文書は、順次直属の上司を経て決裁を受けるものとする。 

２ 決裁が終わったときは、起案用紙の所定欄に決裁年月日その他必要な事項を記載し、経過を

明らかにしておかなければならない。 

３ 急を要する公文書の決裁を受ける場合で中間の上司等が不在のときは、第１項の規定にかか

わらず、当該起案文書の合議欄又は回議欄に「不在」と記載し、決裁を受けることができる。 

４ 前項の規定により決裁を受けたときは、速やかに、その旨を不在であった者に報告しなけれ

ばならない。 

（起案文書の修正等） 

第２３条の２ 決裁が終わっていない起案文書を訂正した者は、決裁過程において既に決裁を終

えた者に対して、訂正内容を報告しなければならない。 

２ 決裁を受けた起案文書（以下「原議」という。）の修正は、修正を行うための起案文書を作

成し、改めて当該起案文書の決裁を受けた場合に限り、行うことができる。 

３ 原議の修正の内容が、客観的に明白な計算違い、誤記、誤植又は脱字その他の軽微かつ明白

な誤りに係るものである場合は、前項の規定にかかわらず、当該修正のための決裁を簡素化し

た手続によることができる。 

（電子決裁） 

第２３条の３ 警察情報システム（福岡県警察情報セキュリティに関する訓令（平成１７年福岡

県警察本部訓令第６号）第２条第５号に規定する警察情報システムをいう。次項において同じ。）

を用いて起案を行うことができる場合は、第２２条の規定にかかわらず、当該警察情報システ



ムにより起案を行うことができる。 

２ 前項の規定による警察情報システムによる起案を行った場合における決裁の手続については、

その性質に反しない限り、第２３条の規定の例による。 

（合議） 

第２４条 部長、副部長、統括参事官及び所属長は、事案の処理の内容が他の部、市警察部又は

所属の主管に関係のあるときは、必要に応じて、関係の部長、統括参事官及び所属長に合議し

なければならない。 

２ 署の管理官、課長及び隊長は、事案の処理の内容が署の他の課又は隊の主管に関係のあると

きは、必要に応じて、署の関係の管理官及び課長又は隊長に合議しなければならない。 

（公文書の審査） 

第２５条 起案文書のうち、条例、規則、告示、訓令及び内訓の案並びに本部長が必要と認める

公文書の案については、別に定めるところにより審査を受けなければならない。 

（福岡県警察例規等データベースシステム） 

第２６条 法令、条例、規則、告示、訓令、内訓その他の公文書のうち、必要があると認められ

るものは、福岡県警察例規等データベースシステムに収録するものとする。 

２ 福岡県警察例規等データベースシステムは、所属の職員の閲覧に供し、必要の都度補正する

ものとし、その編集責任者は、警務部警務課長とする。 

第３節 施行等 

（施行） 

第２７条 原議は、速やかに施行（公示、発送、交付その他の方法により公文書の内容を相手方

に伝達する行為をいう。以下同じ。）をしなければならない。 

２ 事務担当者は、公文書の施行に当たっては、原議との照合を行わなければならない。 

（所属記号等） 

第２８条 通達文書（内訓を除く。）及び一般文書には、次に掲げる所属の区分に応じ、それぞ

れに定める表示方法により主務課又は主務課の属する部の所属記号等（別表第１）の略号を記

載しなければならない。 

(1) 本部の課、警務部監察官室及び部の附置機関並びに学校 「福警」の次に部又は所属の略

号 

(2) 福岡市警察部庶務課 福岡市警察部の略号又は当該略号の次に課の略号 

(3) 機動警察隊 北九州市警察部の略号又は当該略号の次に隊の略号 

(4) 署 署の略号の次に課又は隊の略号 



２ 公安委員会令達文書のうち、指令及び発には、「福岡公委」の次に所属記号等の略号を付す

ることができる。 

（文書番号等） 

第２９条 令達文書は、その種類に従って令達番号簿（様式第７号）に登載し、暦年ごとに、そ

の種類ごとの一連番号を付さなければならない。 

２ 令達番号簿は、次の各号に掲げる令達文書の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める所属に

備え付けなければならない。 

(1) 公安委員会が発するもの 総務部総務課 

(2) 本部長が発するもの 警務部警務課 

(3) 部長が発するもの 部の庶務を担当する課、福岡市警察部庶務課及び機動警察隊 

(4) 所属長が発するもの 所属 

３ 前項の規定にかかわらず、公安委員会の指令又は発を発する所属にあっては、総括文書管理

者の承認を受けて、令達番号簿を備え付けることができる。 

４ 令達番号簿は、令達の種類ごとに区分するものとする。 

５ 例規通達のうち、内訓にあっては警務部警務課に備付けの内訓番号簿（様式第８号）に、規

にあっては次に掲げる区分により備付けの規番号簿（様式第９号）に登載し、暦年ごとに一連

番号を付さなければならない。 

(1) 部長が発するもの 部の庶務を担当する課、福岡市警察部庶務課及び機動警察隊 

(2) 所属長が発するもの 所属 

６ 一般通達及び一般文書は、主務課（部長名、副部長名、統括参事官名又は市警察部の次長名

を用いるものにあっては、部の庶務を担当する課、福岡市警察部庶務課又は機動警察隊）に備

付けの文書件名簿に登載し、暦年ごとに一連番号を付さなければならない。 

（文書件名簿への登載の例外） 

第３０条 日常的に作成する公文書であって、その内容が軽易又は定例的であるものについては、

前条第６項の規定にかかわらず、文書件名簿への登載を省略することができる。 

（公印の押印） 

第３０条の２ 福岡県警察以外に発する公文書には、福岡県公安委員会運営規則及び福岡県警察

公印規程（平成１１年福岡県警察本部訓令第４０号）に定める公印を押印するものとする。た

だし、公印を省略しても真正に作成された公文書であることが明らかなものその他公印を省略

しても差し支えないものは、これを省略することができる。 

２ 福岡県警察内に発する公文書には、次に掲げるものを除き、公印を押印しないものとする。 



(1) 証書、契約書、許可証等公印を押印することが当該公文書の効力的要件となっているもの 

(2) 辞令、表彰状、通知書等公印を押印することが当該公文書の形式的要件となっているもの 

(3) 訴訟、処分等権利の得失又は変更に係る公文書その他発信者の意思を明確に表す必要のあ

る公文書で、公印を押印することにより当該公文書が真正に作成されたものであることを明

らかにする必要があると認められるもの 

（公示） 

第３１条 本部告示は、法令その他特別の定めがある場合を除き、福岡県公報に登載して公示す

るものとする。ただし、天災地変その他やむを得ない事情により福岡県公報に登載することが

できない場合は、本部の警察棟告知板又は公衆の見やすい場所に掲示して、これに代えること

ができる。 

２ 署告示は、法令その他特別の定めがある場合を除き、当該署告示をする署の掲示板又は交番、

駐在所その他公衆の見やすい場所に掲示して公示するものとする。 

（本部における浄書印刷） 

第３２条 本部で作成し、施行をする公文書の浄書印刷は、原則として別に定めるところにより

本部の文書主管課において行うものとする。 

（発送の方法） 

第３３条 福岡県警察内に対する公文書の発送は逓送により、福岡県警察以外に対する公文書の

発送は郵送により行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、必要があると認めるときは、特使、電子メール、ファクシミリ、

警察文書伝送システムその他の方法によることができる。 

（福岡県公報への登載） 

第３４条 福岡県公報に登載を要する公文書については、登載事項を所定の原稿用紙に記載し、

又は印刷したものを本部の文書主管課長に提出しなければならない。 

２ 本部の文書主管課長は、前項の規定により福岡県公報に登載を要する公文書を受領したとき

は、速やかに県公報登載依頼簿（様式第１０号）に登載し、福岡県総務部行政経営企画課長に

送付するものとする。 

第５章 公文書の管理等 

第１節 整理及び保管 

（公文書分類基準表） 

第３５条 文書管理者は、公文書に係る事務の性質、内容等に応じ、大分類、中分類及び小分類

の三段階で分類することができるようにするため、公文書分類基準表（様式第１１号）を作成



し、本部の文書主管課長を経由して総括文書管理者に提出するものとする。 

２ 文書管理者は、毎年１回以上、公文書分類基準表の見直しを行い、必要があると認めるとき

は、その改定を行い、改定後の公文書分類基準表を本部の文書主管課長を経由して総括文書管

理者に提出するものとする。 

３ 総括文書管理者は、前２項の規定により提出された公文書分類基準表を所属ごとに調製し、

当該所属の文書管理者に通知するものとする。 

（公文書ファイル管理簿） 

第３６条 文書管理者は、前条第３項の規定により通知された公文書分類基準表に基づき所属で

管理する公文書を公文書ファイル（能率的な事務又は事業の処理及び公文書の適切な保存の目

的を達成するためにまとめられた相互に密接な関連を有する公文書の集合物をいう。以下この

項において同じ。）としてまとめ、保存期間が１年以上の公文書ファイルについて、公文書フ

ァイル管理簿（様式第１２号）により管理するものとする。 

２ 公文書ファイル管理簿は、毎年１回以上定期的に更新するものとする。 

３ 公文書ファイル管理簿は、磁気ディスクをもって調製するものとする。 

（公文書の完結） 

第３７条 公文書は、次のいずれかに該当する場合に完結するものとする。ただし、同一事案に

ついて、複数の公文書が作成された場合は、その事案に係る最終の文書上の事務処理が終了し

たときとする。 

(1) 取得した公文書は、回答、報告、連絡その他の必要な措置をしたとき。 

(2) 起案した公文書は、決裁を終了し、施行をしたとき。ただし、施行を要しない公文書は、

決裁を終了したとき。 

(3) 回覧を要する公文書は、回覧を終了したとき。 

（完結文書の整理及び保管） 

第３８条 事務担当者は、文書上の事務処理が完結した公文書（次項において「完結文書」とい

う。）を背表紙（様式第１３号）を貼付したファイル（バインダー等公文書をとじ込むための

用具をいう。）にとじ込み、索引目次（様式第１４号）を付けて整理し、決められた書架等に

保管しなければならない。 

２ 前項の規定により難い完結文書については、他の適当な方法で整理し、保管することができ

る。この場合において、当該完結文書を整理した簿冊、箱等には、背表紙に表示すべき項目と

同一内容を記載しなければならない。 

（歴史公文書の事前評価） 



第３８条の２ 主務課長（署にあっては、文書管理者。第４４条の２において同じ。）は、作成

した公文書について、できる限り早い時期に、同条第１項の規定により歴史公文書として選別

されることが見込まれるかどうかを評価するものとする。 

（未完結文書の整理及び保管） 

第３９条 文書上の事務処理が完結していない公文書（以下この条において「未完結文書」とい

う。）は、係名を記載した一時収納フォルダーに入れて整理し、一定の場所に保管しておくも

のとする。ただし、一時収納フォルダーに入れて整理することが適当でない未完結文書につい

ては、他の適当な方法で整理することができる。 

２ 文書管理者は、未完結文書のうち、起案又は回覧を要しない公文書であって、その後の利用

度、資料価値等を考慮して、保管する必要がないと認めるものについては、廃棄することがで

きる。 

第２節 保存 

（保存期間） 

第４０条 公文書の保存期間の区分は、長期、１０年、５年、３年、１年及び用済後廃棄とする。 

２ 職務遂行上、継続して活用する公文書の保存期間は、別に定める。 

３ 公文書の保存期間は、公文書保存期間基準表（別表第２）により文書管理者が定めるものと

する。ただし、共通文書（原則として所属に共通して備え付ける公文書であって、総括文書管

理者が別に定めるものをいう。）の保存期間は、別に定める。 

（保存期間の起算） 

第４１条 公文書の保存期間は、当該公文書に係る事務処理を完結した日の属する年の翌年の１

月１日から起算するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、会計年度による公文書（歳入又は歳出に係るものを除く。）の保

存期間を起算する日については、当該公文書に係る事務処理を完結した日の属する会計年度の

翌会計年度の４月１日とし、歳入又は歳出に係る公文書の保存期間を起算する日については、

当該歳入又は歳出の属する会計年度の翌会計年度の６月１日とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、保存期間が用済後廃棄である公文書は、当該公文書の事務処理

を完結した日から起算するものとする。 

（保存期間の延長） 

第４２条 文書管理者は、第４０条の規定にかかわらず、現に係属している争訟に係る公文書は、

次の区分により保存しておかなくてはならない。 

(1) 訴訟に係る公文書 裁判の確定までの間 



(2) 不服申立てに係る公文書 行政訴訟が提起できなくなるまでの間 

２ 文書管理者は、保存期間が満了した公文書について、職務の遂行上必要があると認めるとき

は、当該公文書の関係所属長の承認を受けて、一定の期間を定めて当該保存期間の延長をする

ことができる。当該延長に係る保存期間が満了した後にこれを更に延長しようとするときも、

同様とする。 

（公文書の保存方法） 

第４３条 保存を要する公文書は、管理を適切に行うことができる専用の場所において、公文書

以外の文書と区分し、公文書分類基準表の分類記号等の順に配列し、適切に保存するものとす

る。 

２ 保存期間が長期の公文書は、毎年１月（会計年度によるものにあっては、毎年６月）に引継

文書目録（様式第１５号）を添えて文書主管課長に引き継ぎ、文庫その他適当と認められる場

所に収納するものとする。ただし、常時使用の必要がある公文書及び主務課において保存する

ことが適当と認められる公文書については、主務課で保存することができる。 

３ 文書主管課長は、前項の規定により公文書の引継ぎを受けたときは、文書台帳（様式第１６

号）に登載して保存しなければならない。この場合において、引継ぎを受けた公文書（以下「引

継保存文書」という。）は、課別に区分して表札を付し、年次別及び公文書分類基準表の分類

記号等の順に配列して利用しやすいようにしておかなければならない。 

（引継保存文書の利用） 

第４４条 職員が引継保存文書を利用するときは、文書主管課に備付けの保存文書利用カード（様

式第１７号）を文書主管課長に提出し、その許可を受けなければならない。ただし、主務課以

外の職員が利用するときは、主務課長の承認を受けなければならない。 

２ 利用中の引継保存文書は、転貸、抜取り、取替え、書換え等をしてはならない。 

第３節 選別及び移管又は廃棄 

（歴史公文書の選別及び引継ぎ） 

第４４条の２ 主務課長は、保存期間が満了した公文書（第４２条の規定により保存期間を延長

するものを除く。）及び保存期間が「長期」の公文書であって引き続き保存する必要がなくな

ったものについて、歴史公文書評価選別基準（別表第３）により、福岡県立公文書館において

保存すべき歴史公文書を総務部総務課長（他の文書管理者を含めて協議する必要があるときは、

当該文書管理者を含む。次項において同じ。）と協議の上、選別するものとする。 

２ 主務課長は、前項の規定により選別した歴史公文書について、福岡県立公文書館条例（平成

２４年福岡県条例第３号）第５条第１項第１号に掲げる場合に該当するものとして利用の制限



を行うことが適切であると認めるときは、総務部総務課長と協議の上その旨の意見を付すもの

とする。 

３ 主務課長は、第１項の規定により選別した歴史公文書に歴史公文書の目録を添えて、総括文

書管理者に引き継ぐものとする。 

（福岡県知事への移管） 

第４４条の３ 総括文書管理者は、前条第３項の規定により引継ぎを受けた歴史公文書を福岡県

知事に移管するものとする。 

（公文書の廃棄） 

第４５条 文書管理者は、保存期間が満了した公文書については、第４２条の規定により保存期

間を延長するもの及び第４４条の２第１項の規定により歴史公文書として選別したものを除き、

公文書の内容又は媒体に応じた方法により廃棄するものとする。この場合において、当該公文

書に福岡県情報公開条例（平成１３年福岡県条例第５号）第７条第１項に規定する非開示情報

が記録されているときは、当該非開示情報が漏えいしないよう適切な措置を講じなければなら

ない。 

２ 文書管理者は、施行をした公文書であって保存期間が満了していないものについて廃棄する

必要が生じたときは、総括文書管理者の承認を得て、保存期間が満了する前に当該公文書を廃

棄することができる。 

３ 文書管理者は、前項の規定により公文書を廃棄するときは、関係所属長に対し、当該公文書

の廃棄を通知しなければならない。 

４ 文書主管課長は、毎年１回以上、保存期間の満了した引継保存文書を調査し、関係主務課長

に合議した後、本部庁舎（福岡県警察庁内管理規程（平成１０年福岡県警察本部訓令第１４号）

第３条第６号に規定する本部庁舎をいう。以下この項において同じ。）の所属にあっては総括

文書管理者の、本部庁舎以外の所属にあっては文書管理者の決裁を受けて廃棄し、文書台帳を

整理しなければならない。 

第４節 管理状況の点検等 

（管理状況の点検） 

第４５条の２ 文書管理者は、毎年１回以上、所属の公文書の整理、保管、保存、廃棄その他の

管理の状況を点検し、異常があったときは、総括文書管理者に報告しなければならない。 

（紛失、誤廃棄等への対応） 

第４５条の３ 文書管理者は、公文書の紛失、誤廃棄その他公文書に関する事故が発生したとき

は、速やかに被害の拡大防止の措置を講じるとともに、総括文書管理者及び主管課の属する部



の長に報告しなければならない。 

第６章 補則 

（文書取扱いの特例） 

第４６条 部長及び所属長は、人事又は情報に関する公文書その他その性質上この訓令によるこ

とが適当でないものの取扱いについて、本部長の承認を得て別段の定めをすることができる。 

（法令等による適用除外） 

第４７条 福岡県警察で取り扱う公文書のうち、法令等の規定により、公文書の管理に関する事

項について特別の定めが設けられている場合にあっては、当該事項については、当該法令等に

定めるところによる。 

（公文書の庁舎外持ち出し等） 

第４８条 公文書を庁舎外に持ち出すときは、上司の許可を受けなければならない。 

２ 公文書を職員以外の者に閲覧させ、又は提供するときは、文書管理者の許可を受けなければ

ならない。 

（非常持ち出し） 

第４９条 文書管理者は、特に重要な公文書を非常の際直ちに持ち出しができるように「非常持

出」の表示を行うなど必要な措置をとらなければならない。 

（本訓令適用上の特例） 

第５０条 地域部自動車警ら隊、同部鉄道警察隊、刑事部機動捜査隊、交通部運転免許試験課、

同部交通機動隊、同部高速道路交通警察隊、警備部第一機動隊及び同部第二機動隊については、

この訓令の定めにかかわらず、第１４条（文書主管課の文書担当者の職務等）、第１９条（主

管外文書の処理）、第２０条（執務時間外の取扱い）、第４３条（公文書の保存方法）、第４

４条（引継保存文書の利用）及び第４５条（公文書の廃棄）の規定は、それぞれ署に関する定

めを準用する。この場合において、これらの規定中「文書主管課長」とあるのは「文書管理担

当者」と、「文書主管課」とあるのは「庶務係」と読み替えるものとする。 

２ 暴力団対策部北九州地区暴力団犯罪捜査課については、この訓令の定めにかかわらず、第１

９条（主管外文書の処理）、第４３条（公文書の保存方法）、第４４条（引継保存文書の利用）

及び第４５条（公文書の廃棄）の規定は、それぞれ署に関する定めを準用する。この場合にお

いて、これらの規定中「文書主管課長」とあるのは「文書管理担当者」と、「文書主管課」と

あるのは「庶務係」と読み替えるものとする。 

（運用細則） 

第５１条 この訓令の運用に関し、必要な細目的事項については、別に定める。 


